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(57)【要約】
【課題】超音波治療の信頼性が高められるようにする。
【解決手段】目標フォーカス位置を変化させながら治療
用ビームの形成とその治療用ビームの音圧分布が反映さ
れた受信情報の取得とを繰り返し実行することにより、
複数の目標フォーカス位置に対応した複数の受信情報が
取得される。マップ生成部２８は、複数の受信情報に基
づいて、目標フォーカス位置の変化に対する音圧分布の
変化を表したマップを生成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　目標フォーカス位置を変化させながら治療用ビームの形成と当該治療用ビームの音圧分
布が反映された受信情報の取得とを繰り返し実行することにより、複数の目標フォーカス
位置に対応した複数の受信情報を取得する送受信部と、
　前記複数の受信情報に基づいて、前記目標フォーカス位置の変化に対する前記音圧分布
の変化を表したマップを生成する生成部と、
　を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の超音波治療装置において、
　前記目標フォーカス位置の変化には少なくとも目標フォーカス深度の変化が含まれ、
　前記生成部は、前記複数の受信情報に基づいて、複数の目標フォーカス深度に対応する
複数の音圧分布を表す情報として複数のエコー強度分布を生成し、前記複数のエコー強度
分布を目標フォーカス深度順で並べることにより前記マップを生成する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の超音波治療装置において、
　前記複数の目標フォーカス位置は特定ビーム方向に並んでおり、
　前記各目標フォーカス位置に対応した前記各受信情報は少なくとも前記特定ビーム方向
から得られる受信ビームデータを含み、
　前記生成部は、前記特定ビーム方向から得られた、前記複数の目標フォーカス位置に対
応した複数の受信ビームデータに基づいて、前記複数のエコー強度分布を生成する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　前記送受信部は、前記各目標フォーカス位置ごとに、受信ビームアドレスを異ならせな
がら前記治療用ビームの形成と前記受信情報としての受信ビームデータの取得とを繰り返
し実行して複数の受信ビームデータからなる受信ビームデータ列を得ることにより、前記
複数の目標フォーカス位置に対応する複数の受信ビームデータ列を取得し、
　前記生成部は、前記複数の受信ビームデータ列から得られる互いに同じ受信ビームアド
レスに対応した複数の受信ビームデータに基づいて当該受信ビームアドレスに対応した前
記マップを生成することにより、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の前記マップ
を生成する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　前記マップ上に現れる治療用ビームのフォーカス変化像の形態を整形するために前記マ
ップに対してフィルタ処理を施す手段を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の超音波治療装置において、
　前記フィルタ処理はメディアンフィルタ処理である、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　前記マップ上に現れる強反射体像を除去するために前記マップに対してノイズ除去処理
を施す手段を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項８】
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　請求項４に記載の超音波治療装置において、
　前記生成部は、前記各受信ビームアドレスごとに、目標フォーカス位置の深度方向の次
元と受信ビームデータの深度方向の次元からなる２次元の前記マップを生成する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の超音波治療装置において、
　前記生成部は、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の前記マップのうちの少なく
とも１つを処理対象とし、処理対象となる各マップに基づいて、受信ビームデータの深度
ごとの補正値からなる補正データを生成し、当該マップに対して前記補正データを作用さ
せて当該マップ上に現れる治療用ビームのフォーカス変化像のエコー強度を規格化する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１０】
　請求項８に記載の超音波治療装置において、
　前記マップを構成する複数のエコー強度に基づいて、当該各エコー強度を、治療用ビー
ムの目標フォーカス位置を変化させたことに起因するビーム変化成分と、当該治療用ビー
ムが形成された生体内の散乱体に起因する散乱体成分と、に分離処理する処理部をさらに
有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の超音波治療装置において、
　前記処理部は、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の前記マップのうちの少なく
とも１つを処理対象とし、処理対象となる各マップを構成する複数のエコー強度の各々を
前記ビーム変化成分と前記散乱体成分に分離することにより、当該マップをビーム変化成
分マップと散乱体成分マップに分離する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１２】
　請求項１０または１１に記載の超音波治療装置において、
　前記処理部は、処理対象となる各マップ内において、前記ビーム変化成分が目標フォー
カス位置の理想的な移動方向に沿って均一であり、前記散乱体成分が目標フォーカス位置
の深度方向に沿って均一であるとみなして、当該マップを構成する各エコー強度を前記ビ
ーム変化成分と前記散乱体成分に分離する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１３】
　請求項１０から１２のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　複数の受信ビームアドレスに対応した複数の前記マップから得られる複数のビーム変化
成分マップに基づいて、それら複数のビーム変化成分マップから互いに同じ目標フォーカ
ス位置に対応した複数の受信ビームアドレスのビーム変化成分を集めることにより、それ
ら複数の受信ビームアドレスのビーム変化成分に基づいて当該目標フォーカス位置に対応
した治療用ビームのビーム画像を形成する手段を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１４】
　請求項１から１３のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　前記マップに基づいて、前記複数の目標フォーカス位置に対応した複数の実フォーカス
位置を特定する手段を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の超音波治療装置において、
　前記複数の目標フォーカス位置と前記複数の実フォーカス位置の対応関係を示すフォー
カス情報を生成する手段と、
　前記フォーカス情報に基づいて、治療計画において指定された治療点ごとに治療時にお
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ける治療用ビームの送信条件を決定する手段と、
　をさらに有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１６】
　請求項１から１５のいずれか１項に記載の超音波治療装置において、
　前記送受信部は、前記各目標フォーカス位置に対応した治療用ビームの画像化用の受信
ビームデータ列を生成し、
　前記治療用ビームは、その目標フォーカス位置において、受信ビームの走査方向である
第１方向の第１幅と、前記第１方向に直交する第２方向の幅であって前記第１幅よりも小
さな第２幅と、を有する、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の超音波治療装置において、
　前記治療用ビームの前記第２幅は、前記受信ビームの第２方向の幅と同等である、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【請求項１８】
　請求項１６または１７に記載の超音波治療装置において、
　前記治療用ビームの形成時における前記第１方向の送信開口幅よりも、前記第２方向の
送信開口幅を小さくする、
　ことを特徴とする超音波治療装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、治療用超音波を送波する超音波治療装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　強力な超音波を集束させた治療用超音波ビームにより癌や腫瘍などを焼灼して治療する
方法（ＨＩＦＵ：High Intensity Focused Ultrasound）が知られている。ＨＩＦＵによ
る治療においては、例えば、癌や腫瘍などの治療部位に治療用超音波ビームの焦点（フォ
ーカス）位置を設定した上で治療用超音波ビームを照射する。
【０００３】
　治療用超音波ビームのフォーカス位置は、癌や腫瘍などの治療部位に対して設定され、
治療部位以外の正常な組織などへの影響をできる限り軽減することが望ましい。このため
、治療用超音波ビームのフォーカス位置を確認する技術が提案されている。例えば、特許
文献１～３には、画像用超音波プローブにより得られた超音波画像上に、加温用超音波プ
ローブによる超音波のフォーカス点や加温部位の位置を表示する技術が開示されている。
【０００４】
　なお、非特許文献１には、乳癌の治療におけるＨＩＦＵのフォーカスに係る技術が報告
されている。
【０００５】
　上述のような治療用超音波ビームのフォーカス位置を確認する技術とともに、治療用超
音波ビームのフォーカス位置を適切な位置に設定するための技術も求められている。
【０００６】
　例えば、治療用超音波ビームを送波するための複数の振動子の駆動タイミングの差（遅
延パターン）を変化させることで、治療用超音波ビームのフォーカス位置を変化させるこ
とができる。したがって、遅延パターンに基づいて、治療用超音波ビームの設定フォーカ
ス位置（当該遅延パターンで設定されたときの理想的なフォーカス位置）を算出すること
ができる。
【０００７】
　しかしながら、上述の設定フォーカス位置と治療用超音波ビームの実際のフォーカス位
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置である実フォーカス位置との間に誤差が生じる場合がある。超音波は、物質間の音速の
違いや音響インピーダンスの差によって屈折や散乱がおきるという特性がある。したがっ
て、治療用超音波ビームは、脂肪、筋肉、臓器、または血管などの生体内の構造に起因し
て屈折あるいは散乱する。この屈折や散乱は、治療用超音波ビームのフォーカス位置に影
響を与える。生体内の構造（特にプローブから治療部位までの構造）は、被治療者毎にあ
るいは治療部位毎に異なるため、同じ設定フォーカス位置であっても、被治療者あるいは
治療部位などによって実フォーカス位置が異なる場合がある。したがって、当該誤差を考
慮せずに治療用超音波ビームのフォーカス位置を設定してしまうと、実フォーカス位置が
治療者の意図した位置とは異なる位置となってしまう場合が生じる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開昭６１－１３９５４号公報
【特許文献２】特開昭６１－１３９５５号公報
【特許文献３】特開昭６１－１３９５６号公報
【特許文献４】特開平１０－２１６１４３号公報
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】R. Narumi, et al., “Numerical Estimation of HIFU Focal Error fo
r Breast Cancer Treatment”, ＩＥＥＥ超音波シンポジウム　２０１３ pp. 926-929.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　超音波診断技術を利用して治療用ビームの形態を可視化することが可能である（特許文
献４参照）。具体的には、受信ビームアドレスを順次変更しながら、治療用ビームの形成
と受信ビームの形成とを繰り返し実行し、これによりビーム走査面に相当する受信ビーム
データ列を得て、それを画像化するものである。その技術によれば断層画像上において治
療用ビームの二次元音圧分布を観察することができ、つまり組織との関係で送信フォーカ
ス位置を視認することが可能である。
【００１１】
　しかしながら、生体組織内の各位置において散乱特性は一様ではない。つまり、生体組
織には散乱不均一性が認められる。上記断層画像上に現れた二次元音圧分布にもその散乱
不均一性の影響が及んでいる筈である。例えば組織境界や強反射体の影響を受けて二次元
音圧分布が見かけ上、崩れたり歪んだりする現象が指摘され得る。そのような二次元音圧
分布に基づいて治療用ビームのフォーカス位置を設定するならば、治療点に対して実際の
フォーカス位置を正確に設定できないおそれが生じる。散乱不均一性の影響を受けずに又
はあまり受けずに治療用ビームの送信条件を的確に定めることが強く要請される。
【００１２】
　本発明の目的は、超音波治療の信頼性が高められるようにすることにある。あるいは、
生体組織の散乱不均一性の影響を除外または軽減できるようにすることにある。あるいは
超音波治療装置において、振動子から送波される治療用超音波ビームのフォーカス位置を
的確に設定可能にすることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的にかなう好適な超音波治療装置は、目標フォーカス位置を変化させながら治療
用ビームの形成と当該治療用ビームの音圧分布が反映された受信情報の取得とを繰り返し
実行することにより、複数の目標フォーカス位置に対応した複数の受信情報を取得する送
受信部と、前記複数の受信情報に基づいて、前記目標フォーカス位置の変化に対する前記
音圧分布の変化を表したマップを生成する生成部と、を有することを特徴とする。
【００１４】
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　上記装置における治療用ビームは、治療用超音波の超音波ビームである。治療用超音波
の好適な具体例の一つが、例えば、生体内の癌や腫瘍などを焼灼して治療する強力集束超
音波（ＨＩＦＵ：High Intensity Focused Ultrasound）である。また、目標フォーカス
位置は、例えば電子的なビーム制御により治療用ビームを形成するにあたり、制御の目標
となるビーム焦点の位置である。
【００１５】
　ところで、生体内に送波される超音波は、その生体内における散乱体等の影響を受ける
ため、例えば散乱不均一性の影響を受けるため、生体内に実際に送波される治療用ビーム
は、制御において意図した目標となるビーム状態（例えばビーム全体の形状やフォーカス
位置など）からずれてしまう可能性がある。
【００１６】
　そこで、上記装置は、例えば治療に先だって、目標フォーカス位置を変化させながら治
療用ビームの形成と当該治療用ビームの音圧分布が反映された受信情報の取得とを繰り返
し実行することにより、複数の目標フォーカス位置に対応した複数の受信情報を取得し、
それら複数の受信情報に基づいて、目標フォーカス位置の変化に対する音圧分布の変化を
表したマップを生成する。
【００１７】
　上記装置により生成されるマップは、例えば、生体内に治療用ビームを確認的に実際に
送波して得られる受信情報に基づいて形成されることが望ましい。特に、目標フォーカス
位置を変化させることにより生じる治療用ビームのビーム状態の変化を反映したマップで
あることが望ましい。なお、マップを得る際に、つまりビーム状態の確認時において、治
療用ビームに対応した治療用超音波は、治療時における特性（周波数，波形，強度，ビー
ム幅など）と同程度であってもよいし、治療時における特性から変更されてもよい。例え
ば、治療時におけるビーム状態を模擬できる程度に、治療時の強度に比べて確認時の強度
を小さくし、確認時における生体への負担が軽減されてもよい。
【００１８】
　そして、上記装置によれば、例えば、治療前に確認的に治療用ビームを形成することに
より得られるマップに基づいて、必要に応じて、治療時における治療用ビームの送信制御
などを適宜に調整することができ、延いては、生体内の治療箇所に対してより的確に治療
用超音波を送波すること等が可能になる。
【００１９】
　望ましい具体例において、前記目標フォーカス位置の変化には少なくとも目標フォーカ
ス深度の変化が含まれ、前記生成部は、前記複数の受信情報に基づいて、複数の目標フォ
ーカス深度に対応する複数の音圧分布を表す情報として複数のエコー強度分布を生成し、
前記複数のエコー強度分布を目標フォーカス深度順で並べることにより前記マップを生成
する、ことを特徴とする。
【００２０】
　望ましい具体例において、前記複数の目標フォーカス位置は特定ビーム方向に並んでお
り、前記各目標フォーカス位置に対応した前記各受信情報は少なくとも前記特定ビーム方
向から得られる受信ビームデータを含み、前記生成部は、前記特定ビーム方向から得られ
た、前記複数の目標フォーカス位置に対応した複数の受信ビームデータに基づいて、前記
複数のエコー強度分布を生成する、ことを特徴とする。
【００２１】
　望ましい具体例において、前記送受信部は、前記各目標フォーカス位置ごとに、受信ビ
ームアドレスを異ならせながら前記治療用ビームの形成と前記受信情報としての受信ビー
ムデータの取得とを繰り返し実行して複数の受信ビームデータからなる受信ビームデータ
列を得ることにより、前記複数の目標フォーカス位置に対応する複数の受信ビームデータ
列を取得し、前記生成部は、前記複数の受信ビームデータ列から得られる互いに同じ受信
ビームアドレスに対応した複数の受信ビームデータに基づいて当該受信ビームアドレスに
対応した前記マップを生成することにより、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の
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前記マップを生成する、ことを特徴とする。
【００２２】
　望ましい具体例において、前記マップ上に現れる治療用ビームのフォーカス変化像の形
態を整形するために前記マップに対してフィルタ処理を施す手段を有する、ことを特徴と
する。
【００２３】
　望ましい具体例において、前記フィルタ処理はメディアンフィルタ処理である、ことを
特徴とする。
【００２４】
　望ましい具体例において、前記マップ上に現れる強反射体像を除去するために前記マッ
プに対してノイズ除去処理を施す手段を有する、ことを特徴とする。
【００２５】
　望ましい具体例において、前記生成部は、前記各受信ビームアドレスごとに、目標フォ
ーカス位置の深度方向の次元と受信ビームデータの深度方向の次元からなる２次元の前記
マップを生成する、ことを特徴とする。
【００２６】
　望ましい具体例において、前記生成部は、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の
前記マップのうちの少なくとも１つを処理対象とし、処理対象となる各マップに基づいて
、受信ビームデータの深度ごとの補正値からなる補正データを生成し、当該マップに対し
て前記補正データを作用させて当該マップ上に現れる治療用ビームのフォーカス変化像の
エコー強度を規格化する、ことを特徴とする。
【００２７】
　望ましい具体例において、前記マップを構成する複数のエコー強度に基づいて、当該各
エコー強度を、治療用ビームの目標フォーカス位置を変化させたことに起因するビーム変
化成分と、当該治療用ビームが形成された生体内の散乱体に起因する散乱体成分と、に分
離処理する処理部をさらに有する、ことを特徴とする。
【００２８】
　望ましい具体例において、前記処理部は、複数の受信ビームアドレスに対応した複数の
前記マップのうちの少なくとも１つを処理対象とし、処理対象となる各マップを構成する
複数のエコー強度の各々を前記ビーム変化成分と前記散乱体成分に分離することにより、
当該マップをビーム変化成分マップと散乱体成分マップに分離する、ことを特徴とする。
【００２９】
　望ましい具体例において、前記処理部は、処理対象となる各マップ内において、前記ビ
ーム変化成分が目標フォーカス位置の理想的な移動方向に沿って均一であり、前記散乱体
成分が目標フォーカス位置の深度方向に沿って均一であるとみなして、当該マップを構成
する各エコー強度を前記ビーム変化成分と前記散乱体成分に分離することを特徴とする。
【００３０】
　望ましい具体例において、前記超音波治療装置は、複数の受信ビームアドレスに対応し
た複数の前記マップから得られる複数のビーム変化成分マップに基づいて、それら複数の
ビーム変化成分マップから互いに同じ目標フォーカス位置に対応した複数の受信ビームア
ドレスのビーム変化成分を集めることにより、それら複数の受信ビームアドレスのビーム
変化成分に基づいて当該目標フォーカス位置に対応した治療用ビームのビーム画像を形成
する手段を有する、ことを特徴とする。
【００３１】
　望ましい具体例において、前記超音波治療装置は、前記マップに基づいて、前記複数の
目標フォーカス位置に対応した複数の実フォーカス位置を特定する手段を有する、ことを
特徴とする。
【００３２】
　望ましい具体例において、前記超音波治療装置は、前記複数の目標フォーカス位置と前
記複数の実フォーカス位置の対応関係を示すフォーカス情報を生成する手段と、前記フォ
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ーカス情報に基づいて、治療計画において指定された治療点ごとに治療時における治療用
ビームの送信条件を決定する手段と、をさらに有する、ことを特徴とする。
【００３３】
　望ましい具体例において、前記送受信部は、前記各目標フォーカス位置に対応した治療
用ビームの画像化用の受信ビームデータ列を生成し、前記治療用ビームは、その目標フォ
ーカス位置において、受信ビームの走査方向である第１方向の第１幅と、前記第１方向に
直交する第２方向の幅であって前記第１幅よりも小さな第２幅と、を有する、ことを特徴
とする。
【００３４】
　望ましい具体例において、前記治療用ビームの前記第２幅は、前記受信ビームの第２方
向の幅と同等である、ことを特徴とする。
【００３５】
　望ましい具体例において、前記超音波治療装置は、前記治療用ビームの形成時における
前記第１方向の送信開口幅よりも、前記第２方向の送信開口幅を小さくする、ことを特徴
とする。
【００３６】
　また、本発明に係る別の好適な超音波治療装置は、生体内の治療部位に対して超音波ビ
ームを送波し、前記超音波ビームの生体内からの反射エコーを受波する振動子と、前記振
動子を駆動して前記超音波ビームを送波させるための送信信号を形成する治療用送信部で
あって、互いに異なる複数の設定フォーカス位置を目標焦点とする複数の超音波ビームを
前記振動子に送波させる送信部と、前記反射エコーに基づいて、前記複数の超音波ビーム
にそれぞれ対応する複数の受信ビームを形成する受信部と、前記複数の受信ビームに基づ
いて、前記複数の超音波ビームの実フォーカス位置をそれぞれ特定する実フォーカス位置
特定手段と、前記複数の超音波ビームの設定フォーカス位置と実フォーカス位置とを対応
づけたフォーカス情報を得るフォーカス情報取得手段と、を備えることを特徴とする。
【００３７】
　上記構成によれば、振動子において、複数の設定フォーカス位置を目標焦点とする複数
の超音波ビームが送波され、各超音波ビームの生体内からの反射エコーが取得される。送
波される超音波ビームの設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）は、例えば、振動子
が有する複数の振動素子の駆動タイミングの差により設定される。受信部が、得られた反
射エコーに基づいて受信ビームを形成する。これにより、設定フォーカス位置が異なる複
数の超音波ビームそれぞれに対応する受信データが得られることになる。つまり、各超音
波ビームごとに、その超音波ビームに対応した受信データが得られる。実フォーカス位置
特定手段は、得られた複数の受信ビームに基づいて、各超音波ビームそれぞれについて実
フォーカス位置を特定する。つまり、各超音波ビームごとに、その超音波ビームの実フォ
ーカス位置が特定される。実フォーカス位置特定手段は、例えば、生体内の各位置から反
射エコーの信号強度を算出し、最も信号強度が大きい位置を実フォーカス位置と特定する
。フォーカス情報取得手段は、複数の設定フォーカス位置と、これらにそれぞれ対応づけ
られた複数の実フォーカス位置とを含むフォーカス情報を得る。つまり、複数の超音波ビ
ームについて、各超音波ビームごとに、その超音波ビームの設定フォーカス位置（目標フ
ォーカス位置）と実フォーカス位置が対応付けられる。
【００３８】
　例えば、本発明に係るフォーカス情報をＨＩＦＵ治療の実施前に得て、そのフォーカス
情報を参照して実際の治療におけるＨＩＦＵのビーム、つまり治療時の治療用超音波ビー
ムを制御することにより、例えば各被治療者あるいは各治療部位に応じて、治療用超音波
ビームのフォーカス位置を適切に設定することができる。すなわち、上記構成によれば、
生体内の構造などに起因して生じる設定フォーカス位置と実フォーカス位置との誤差を低
減させ、望ましくは解消させることができる。医師などのユーザは、得られたフォーカス
情報に基づいて所望の実フォーカス位置に対応するフォーカス設定を選択することで、所
望の実フォーカス位置に治療用超音波ビームのフォーカス位置を設定することができる。
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【００３９】
　望ましくは、前記フォーカス情報に基づいて、前記設定フォーカス位置と前記実フォー
カス位置との相関関係を求める相関算出手段、をさらに備える。つまり、任意の実フォー
カス位置に対応した設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）を特定できる手段を備え
ることが望ましい。前記設定フォーカス位置と前記実フォーカス位置との相関関係（例え
ば、後述する近似関数を介した対応関係）を求めることで、フォーカス情報取得手段が得
たフォーカス情報に含まれない実フォーカス位置に対応する設定フォーカス位置を把握す
ることができる。したがって、当該相関関係に基づいて、治療用超音波ビームの実フォー
カス位置をより細かく設定することが可能になる。
【００４０】
　望ましくは、前記実フォーカス位置特定手段は、前記複数の受信ビームに基づいて、前
記複数の超音波ビームの反射エコーの強度分布を取得し、前記強度分布に基づいて前記複
数の超音波ビームの実フォーカス位置をそれぞれ特定する。例えば、前記実フォーカス位
置特定手段は、各超音波ビームに対応した反射エコーの強度分布を複数の超音波ビームに
ついて纏めた総合的な強度分布を得ることにより、その総合的な強度分布に基づいて各超
音波ビームの実フォーカス位置を特定する。
【００４１】
　望ましくは、前記送信部は、前記設定フォーカス位置が任意の方向に並ぶよう前記設定
フォーカス位置を設定する。例えば、互いに異なる複数の設定フォーカス位置が深さ方向
に並ぶように設定してもよい。設定フォーカス位置の各間隔は等間隔であってもよいし、
不等間隔であってもよい。
【００４２】
　望ましくは、前記振動子は、複数の振動素子を有し、前記送信部は、複数の前記振動子
間における駆動タイミングの差である遅延パターンにより前記設定フォーカス位置を設定
する。
【００４３】
　望ましくは、前記振動子は、生体内の治療部位に対して超音波ビームを送波する治療用
振動子と、前記超音波ビームの生体内からの反射エコーを受波する撮像用振動子を含んで
構成される。
【００４４】
　望ましくは、前記相関算出手段は、前記複数の設定フォーカス位置と複数の前記実フォ
ーカス位置との関係を示すマップを生成し、前記マップに基づいて前記相関関係を求める
。つまり、複数の設定フォーカス位置について、各設定フォーカス位置とその設定フォー
カス位置に対応した実フォーカス位置との対応関係を示すマップが利用される。また、望
ましくは、前記相関算出手段は、前記マップ上において、前記複数の設定フォーカス位置
と前記複数の実フォーカス位置との関係を示す近似関数を求める。
【００４５】
　望ましくは、前記マップは、設定フォーカス位置軸および深度軸を有する２次元空間に
前記反射エコーの信号強度がマッピングされた信号強度マップであり、前記信号強度マッ
プにおいて前記反射エコーの信号強度が比較的高い領域である高信号強度領域の分布が前
記設定フォーカス位置軸に略平行となるよう前記信号強度マップを補正するマップ補正手
段と、前記補正後の前記信号強度マップにおいて、各深度毎に前記反射エコーの信号強度
の平均値を算出する平均値算出手段と、算出された前記平均値に基づいて、前記超音波ビ
ームの空間分布像を画像化する画像化手段と、を備える。
【００４６】
　望ましくは、前記受信部が形成する受信ビームに基づいて、前記超音波ビームの前記実
フォーカス位置を確認するための超音波画像を形成する画像形成部、をさらに備え、前記
送信部は、前記振動子の前記実フォーカス位置における受信ビーム幅であって、前記振動
子のエレベーション方向の受信ビーム幅に応じて、前記振動子が送波した前記超音波ビー
ムの前記実フォーカス位置におけるビーム幅であって、前記エレベーション方向のビーム
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幅である送信ビーム幅を制御する。
【００４７】
　当該構成は、画像形成部により形成される治療用超音波ビームの実フォーカス位置を確
認するための超音波画像の画質を改善させるものである。超音波画像の画質を決定する要
素の１つとして、振動子の受信ビーム範囲内において反射エコーの信号強度を振動子のエ
レベーション方向へ積分した値がある。この値が大きいほど積分値が得られた位置におけ
る超音波画像の画質が良いということになる。当該構成によれば、振動子のエレベーショ
ン方向の実フォーカス位置における受信ビーム幅に応じて、振動子が送波する超音波ビー
ムのエレベーション方向の実フォーカス位置における送信ビーム幅を制御する。これによ
り、振動子に与える電気エネルギの量を一定としつつ、受信ビーム幅内における反射エコ
ーの信号強度の積分値を増加させ、超音波画像の画質を改善させる。
【００４８】
　望ましくは、前記送信部は、前記送信ビーム幅が前記受信ビーム幅と同等となるように
、前記送信ビーム幅を制御する。また、望ましくは、前記送信部は、前記振動子の前記エ
レベーション方向の送信開口幅を制御することで、前記送信ビーム幅を制御する。
【発明の効果】
【００４９】
　本発明により、超音波治療の信頼性が高められる。例えば、本発明の好適な態様によれ
ば、生体組織の散乱不均一性の影響が除外または軽減される。また、本発明の他の好適な
態様によれば、超音波治療装置において、振動子から送波される治療用超音波ビームのフ
ォーカス位置を的確に設定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】第１実施形態に係る超音波治療装置の構成概略図を示す図である。
【図２】設定フォーカス位置の設定例を示す図である。
【図３】ビーム画像と受信データマップの具体例を示す図である。
【図４】受信データマップに対する処理の具体例１を説明するための図である。
【図５】受信データマップに対する処理の具体例２を説明するための図である。
【図６】受信データマップに対する処理の具体例３を説明するための図である。
【図７】第１実施形態に係る超音波治療装置の動作例を示すフローチャートである。
【図８】ビーム変化成分と散乱体成分を説明するための図である。
【図９】ビーム変化成分と散乱体成分を分離する具体例を説明するための図である。
【図１０】ビーム画像の再構成に係る具体例を説明するための図である。
【図１１】第２実施形態に係る超音波治療装置の構成概略図を示す図である。
【図１２】プローブの側面断面図および平面図を示す図である。
【図１３】治療用振動子の開口制御がされていない場合の治療用超音波ビームの形状を示
す図である。
【図１４】開口制御が行われていない場合における実フォーカス位置１２２からの反射エ
コーの信号強度を示すグラフである。
【図１５】治療用振動子の開口制御が行われた場合の治療用超音波ビームの形状を示す図
である。
【図１６】治療用振動子の開口制御が行われた場合における実フォーカス位置１２２から
の反射エコーの信号強度を示すグラフである。
【図１７】回転機構により９０度回転させられた撮像用振動子を示す図である。
【図１８】図５（ａ）に示す例において実際の実験により得られたデータを示す図である
。
【図１９】図１８に示されるデータに対して図６（ｂ）に示す処理を行った結果を示す図
である。
【図２０】図１９に示されるデータに対してハイパスフィルタおよびローパスフィルタを
加えた結果を示す図である。
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【図２１】大局的なずれによるビーム位置のシフトおよびサイドローブを示すマップの例
を示す図である。
【図２２】開口制御を行わない場合における、深さ方向の信号強度分布を示す図である。
【図２３】短軸の開口制御を行った場合における、深さ方向の信号強度分布を示す図であ
る。
【図２４】平均化処理により治療用ビームの形状を制度よく可視化する処理を示すフロー
チャートである。
【図２５】図２４のフローチャートの各ステップの処理結果を示す図である。
【図２６】補正処理の内容を表す概念図である。
【図２７】設定フォーカス深度の補正を行って平均化処理を行った結果を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００５１】
　＜第１実施形態＞
図１は、第１実施形態に係る超音波治療装置１０の構成概略図を示す図である。超音波治
療装置１０は、プローブ１２を有しており、プローブ１２は、治療用振動子１２Ｈと撮像
用振動子１２Ｄを備えている。
【００５２】
　治療用振動子１２Ｈは、ＨＩＦＵ治療に用いる治療用超音波である強力集束超音波を送
波する振動子であり、例えば２次元的に配列された複数の振動素子を備えている。治療用
振動子１２Ｈは、例えば癌や腫瘍などの治療部位Ｐに向けて治療用超音波ビームＴＢを送
波し、その治療部位Ｐを加熱して治療するために利用される。つまり、治療時に、治療用
超音波ビームＴＢが治療部位Ｐに送波されて例えば癌や腫瘍などの治療部位Ｐを加熱また
は焼灼する。治療用超音波ビームＴＢは、効果的に治療部位Ｐを加熱するとともに、生体
（被治療者）内における治療部位Ｐ以外の部位への影響を軽減するために、そのフォーカ
ス（焦点）位置が治療部位Ｐに設定されることが望ましい。
【００５３】
　撮像用振動子１２Ｄは、１次元あるいは２次元的に配列された複数の振動素子を備えて
いる。撮像用振動子１２Ｄは、治療用振動子１２Ｈが生体内に向けて送波した超音波ビー
ムの生体内からの反射エコー（反射波またはエコー）を受波する。あるいは、撮像用振動
子１２Ｄは自ら生体内に向けて超音波を送波し、その反射エコーを受波するようにしても
よい。反射エコーを受波した撮像用振動子１２Ｄは、音響信号を電気信号に変換して受信
信号を後述の撮像用送受信部１６に対して出力する。
【００５４】
　つまり、撮像用振動子１２Ｄは、例えば、治療用超音波であるＨＩＦＵによる治療に先
だって生体（患者）内における治療部位Ｐの位置等を確認するために、超音波画像（例え
ばＢモード画像）を形成するための比較的弱い超音波を送受する。撮像用振動子１２Ｄは
例えば公知の一般的な超音波診断装置と同じ程度の強度（エネルギー）の超音波を送受す
る。また、撮像用振動子１２Ｄは、例えばＨＩＦＵによる治療に先だって治療用ビームの
状態等を確認するために、試験的に形成される治療用ビームについての画像（ビーム画像
）を形成するための超音波を受波する。
【００５５】
　なお、プローブ１２は、例えば、お椀（どんぶり）状に凹ませた内部の表面を振動子面
とする。そして、例えば、お椀状に凹んだ内部の中央に位置する底の部分に撮像用振動子
１２Ｄが設けられ、撮像用振動子１２Ｄを取り囲むように治療用振動子１２Ｈが設けられ
る。但し、プローブ１２の振動子面の形状は、お椀状に限定されず、例えば治療の用途な
どに応じた形状とされることが望ましい。また、全ての振動素子またはいくつかの振動素
子が、治療用と撮像用の両用途に併用されてもよい。
【００５６】
　治療用送信部１４は、治療用振動子１２Ｈが有する複数の振動素子を駆動させて、治療
用振動子１２Ｈから超音波ビーム（治療用ビーム）を送波させるための送信信号を治療用
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振動子１２Ｈに送る。送信信号は、例えば治療用振動子１２Ｈが有する複数の振動素子に
印加される複数のパルス電圧である。治療用振動子１２Ｈから送波される超音波ビームに
は、治療部位Ｐに対する治療用超音波ビームの他に、治療用超音波ビームのフォーカス位
置を確認する目的などに利用するための信号強度が治療用超音波ビームに比して弱い超音
波ビームが含まれる。
【００５７】
　つまり、ビーム状態の確認時において、治療用ビームに対応した治療用超音波は、治療
時における特性（周波数，波形，強度，ビーム幅など）と同程度であってもよいが、治療
時における特性から変更されることが望ましい。例えば、治療時におけるビーム状態を模
擬できる程度に、治療時の強度に比べて確認時の強度を小さくし、確認時における生体へ
の負担が軽減されてもよい。
【００５８】
　また、治療用送信部１４は、送信信号を制御することで、治療用振動子１２Ｈが送波す
る治療用超音波ビームＴＢのフォーカス位置を設定する。例えば、治療用振動子１２Ｈの
複数の振動素子にパルス電圧を加える際、複数の振動素子間において少しずつ印加タイミ
ングを異なるようにする。これにより発生する治療用振動子１２Ｈの複数の振動素子間に
おける駆動タイミングの差（以下「遅延パターン」と記載）により、治療用振動子１２Ｈ
から送波される超音波ビームのフォーカス位置が設定される。
【００５９】
　治療用送信部１４は、例えばビーム状態の確認時に、治療用超音波ビームの実フォーカ
ス位置を検出するために、生体内の複数の位置を設定フォーカス位置とする複数の超音波
ビームを治療用振動子１２Ｈに送波させる。当該複数の設定フォーカス位置は、生体の深
さ方向に並ぶよう設定されてもよいし、任意の方向に設定されてもよい。設定フォーカス
位置については、図２を用いて後に詳述する。
【００６０】
　当該複数の超音波ビーム、つまり確認のために試験的に形成される複数の治療用ビーム
のフォーカス位置は治療部位Ｐ以外の位置となる場合もあり得る。したがって、当該複数
の超音波ビームの信号強度は、治療時における治療用超音波ビームＴＢの信号強度よりも
低いものであることが好適である。例えば、当該複数の超音波ビーム（確認時の治療用ビ
ーム）の振幅は、治療用超音波ビームＴＢ（治療時の治療用ビーム）の振幅よりも小さく
設定される。
【００６１】
　撮像用送受信部１６は、撮像用振動子１２Ｄからの受信信号に対して整相加算処理など
を行い、受信ビームデータを形成する。上述のように、治療用振動子１２Ｈからは、異な
る複数のフォーカス位置が設定された複数の超音波ビームが送波されているため、撮像用
送受信部１６は、当該複数の超音波ビームそれぞれに対応する複数プレーンの受信ビーム
データを形成する。各プレーンの受信ビームデータは、各設定フォーカス位置を目標焦点
とする超音波ビームに対応するものである。つまり、ビーム状態の確認のために形成され
る各目標フォーカス位置に対応した治療用ビームについて、その治療用ビームに対応した
プレーン（断層面）を構成する複数本の受信ビームデータが形成される。なお、治療用振
動子１２Ｈが送波した超音波ビームを治療用振動子１２Ｈが自ら受波するようにしてもよ
い。この場合は、撮像用送受信部１６は、治療用振動子１２Ｈが受波した受信信号に基づ
いて受信ビームデータを形成する。
【００６２】
　また、撮像用送受信部１６は、撮像用振動子１２Ｄが自ら超音波ビームを送波する場合
は、撮像用振動子１２Ｄを駆動するための送信信号を撮像用振動子１２Ｄに送る。つまり
撮像用送受信部１６は、例えば生体内のＢモード画像や三次元画像などを形成するために
必要な送受信制御を実現する機能も備えている。
【００６３】
　本来、送信ビームが音速不均一により歪が生じる場合は、受信ビームにおいても歪が生
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じてしまうため、治療用超音波ビームＴＢのイメージングは困難となる。しかし、本実施
形態においては、治療用振動子１２Ｈの口径は、撮像用振動子１２Ｄの口径より、はるか
に広い。このため、送信ビームの方が空間的に大きく広がった音速不均一の影響を受ける
が、受信の口径は狭いため、前記音速不均一の影響が小さくなる。
【００６４】
　撮像用送受信部１６において形成された受信ビームデータは、画像形成部１８に送られ
る。画像形成部１８は、当該受信ビームデータに基づいて例えばＢモード画像などの超音
波画像を形成し、当該超音波画像は表示部２０において表示される。また、画像形成部１
８は、ビーム状態の確認のために形成される治療用ビームについて、その治療用ビームに
対応したプレーン（断層面）を構成する複数本の受信ビームデータに基づいて、その治療
用ビームのビーム画像を形成する。
【００６５】
　ＲＯＩ設定部２２は、治療用送信部１４から設定フォーカス位置に関する位置情報を受
け取り、当該位置情報に基づいて、設定された複数の設定フォーカス位置が全て含まれる
範囲を関心領域（ＲＯＩ）として設定する。本実施形態においては、ＲＯＩは深さ方向に
関してのみ設定される１次元ＲＯＩであるが、方位方向を含めた２次元平面であってもよ
く、あるいは立体のＲＯＩであってもよい。つまり、ＲＯＩ設定部２２は、ビーム状態の
確認時において、試験的に形成される複数の治療用ビームに関する複数の設定フォーカス
位置（目標フォーカス位置）を含むように関心領域（ＲＯＩ）を設定する。例えば、最も
浅い目標フォーカス位置から最も深い目標フォーカス位置までの範囲が関心領域（ＲＯＩ
）とされる。ちなみに、確認時における関心領域が、治療時における関心領域（治療の対
象領域）とされてもよいし、治療時における関心領域が別途設定されてもよい。
【００６６】
　実測情報生成部２００は、ビーム状態の確認のために形成される複数の治療用ビームに
ついての実測情報を生成する。実測情報生成部２００は、撮像用送受信部１６において形
成される受信ビームデータに基づいて、各治療用ビームの実測データを得ることにより、
複数の治療用ビームについて、各治療用ビームの目標フォーカス位置とその治療用ビーム
の実測データとを対応付けた実測情報を生成する。実測情報生成部２００は、反射エコー
強度算出部２４と実フォーカス位置特定部２６とマップ生成部２８とマップ処理部２９を
備えている。
【００６７】
　反射エコー強度算出部２４は、撮像用送受信部１６が形成した複数プレーンの受信ビー
ムデータに基づいて、ＲＯＩ内の各深度からの反射エコーの信号強度を算出する。具体的
には、まず、反射エコー強度算出部２４は、撮像用送受信部１６が形成した１プレーンの
受信ビームデータ群のうち、設定フォーカス位置を通過する受信ビームデータを選択する
。そして、選択された受信ビームデータに基づいて、ＲＯＩ設定部２２が設定したＲＯＩ
に含まれる各深度における反射エコーの信号強度を算出する。これらの処理を各プレーン
の受信ビームデータについて行う。つまり、反射エコー強度算出部２４は、ビーム状態の
確認のために得られた受信ビームデータに関する信号強度を算出する。
【００６８】
　なお、より好適に信号強度を算出すべく、反射エコー強度算出部２４が参照する受信ビ
ームデータは、送信周波数の高次高調波を利用するために受信フィルタ処理が実施され、
包絡線検波処理が実施されたデータであって、対数圧縮（増幅）される前のデータである
ことが好ましい。
【００６９】
　実フォーカス位置特定部２６は、反射エコー強度算出部２４が算出した反射エコーの信
号強度に基づいて、各フォーカス設定に対する実フォーカス位置をそれぞれ特定する。つ
まり、実フォーカス位置特定部２６は、目標フォーカス位置を互いに異ならせた複数の治
療用ビームについて、各治療用ビームごとに、その治療用ビームの実フォーカス位置を特
定する。超音波ビームはそのフォーカス位置において最も信号強度が高くなることから、



(14) JP 2016-27842 A 2016.2.25

10

20

30

40

50

当該超音波ビームの反射エコーの信号強度もフォーカス位置からの反射エコーの信号強度
が最も高くなる。したがって、実フォーカス位置特定部２６は、反射エコーの信号強度が
最も高くなる位置（深度）を実フォーカス位置と特定する。
【００７０】
　マップ生成部２８は、治療用送信部１４が設定した設定フォーカス位置と実フォーカス
位置との関係を示すマップを生成する。本実施形態においては、マップ生成部２８は、横
軸が実際の深度、縦軸が設定フォーカス位置の深度である２次元空間に反射エコーの信号
強度をマッピングする。実フォーカス位置特定部２６およびマップ生成部２８の処理につ
いては、後にさらに詳述する。
【００７１】
　入力部３０は、ボタン、スイッチ、あるいはトラックボールなどを含む操作パネルであ
る。入力部３０は医師などのユーザに用いられ、設定フォーカス位置の設定などに用いら
れる。制御部３２は、超音波治療装置１０内を全体的に制御するものである。
【００７２】
　なお、図１に示す各構成（符号を付した各部）のうち、治療用送信部１４、撮像用送受
信部１６、画像形成部１８、ＲＯＩ設定部２２、実測情報生成部２００（反射エコー強度
算出部２４、実フォーカス位置特定部２６、マップ生成部２８、マップ処理部２９）の各
部は、例えば、電気電子回路やプロセッサ等のハードウェアを利用して実現することがで
き、その実現において必要に応じてメモリ等のデバイスが利用されてもよい。また、上記
各部に対応した機能が、ＣＰＵやプロセッサやメモリなどのハードウェアと、ＣＰＵやプ
ロセッサの動作を規定するソフトウェア（プログラム）との協働により実現されてもよい
。表示部２０の好適な具体例は液晶ディスプレイなどである。制御部３２は、例えば、Ｃ
ＰＵやプロセッサやメモリ等のハードウェアと、ＣＰＵやプロセッサの動作を規定するソ
フトウェア（プログラム）との協働により実現することができる。
【００７３】
　図１の超音波治療装置の全体構成は以上のとおりである。次に、図１の超音波治療装置
により実現される具体的な機能等について詳述する。なお、図１に示した構成（符号を付
した各部）については、以下の説明において図１の符号を利用する。
【００７４】
　図２は、設定フォーカス位置の設定例を示す図である。図２には、プローブ１２の側面
断面図と、設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）ＺＳ１～ＺＳｎが示されている。
図２に示される通り、設定フォーカス位置は複数設定される。つまり、治療前の確認時に
、目標フォーカス位置を互いに異ならせた複数の治療用ビームが次々に形成される。図２
に示す具体例においては、複数の設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）が生体の深
さ方向に並ぶよう設定されているが、方位方向も含めた任意の方向でもよい。本実施形態
では、設定フォーカス位置は、深度が浅い順にＺＳ１からＺＳｎまでＮ個設定される。Ｎ
は２以上の整数であってよいが、実フォーカス位置が検出されたフォーカス設定の個数を
より増やすために、あるいは後にフォーカス設定と実フォーカス位置との相関関係を算出
する際当該相関関係をより正確に算出するために、できるだけ多くの設定フォーカス位置
が設けられるのが好ましい。また、複数の設定フォーカス位置は、等間隔に設定されるの
が好ましい。
【００７５】
　設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）は、例えばユーザにより指定される。複数
の設定フォーカス位置を全てユーザが指定するようにしてもよいが、代表的な設定フォー
カス位置ＺＳ１がユーザにより指定されると、そこから所定の間隔においてｎ個の設定フ
ォーカス位置が自動的に指定されるようにしてもよい。あるいは、所定の深度から所定間
隔でｎ個の設定フォーカス位置が自動的に指定されるようにしてもよい。
【００７６】
　本実施形態では、治療用振動子１２Ｈが有する複数の振動素子間の遅延パターンにより
設定フォーカス位置が設定される。つまり、複数の振動素子間の遅延パターンを適宜に調
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整する電子的な走査制御により、設定フォーカス位置（目標フォーカス位置）を互いに異
ならせた複数の治療用ビームが形成される。そのため、設定フォーカス位置と遅延パター
ンは対応関係を有しており、超音波治療装置１０は当該対応関係をテーブルなどの形で記
憶している。つまり、超音波治療装置１０は、設定フォーカス位置（目標フォーカス位置
）とその設定フォーカス位置を実現するための制御データ（遅延パターン等）とを対応付
けた、ビーム制御情報を備えている。
【００７７】
　複数の設定フォーカス位置が設定されると、治療用振動子１２Ｈから各設定フォーカス
位置を焦点とした複数の超音波ビーム４０が送波される。つまり、治療前のビーム状態の
確認時において、目標フォーカス位置を互いに異ならせた複数の治療用ビームが次々に形
成される。撮像用振動子１２Ｄは、複数の超音波ビーム４０の生体内からの反射エコーを
受波する。つまり、各治療用ビームごとに、その治療用ビームに対応した超音波の反射エ
コーが得られる。その結果、撮像用送受信部１６において、各設定フォーカス位置に対応
するＮプレーン分の受信ビームデータ群が形成される。つまり、Ｎ個の目標フォーカス位
置（ＺＳ１～ＺＳＮ）に対応したＮ本の治療用ビームについて、各治療用ビームごとに、
その治療用ビームに対応したプレーン（断層面）を構成する複数本の受信ビームデータが
得られる。そして、各治療用ビームに対応したプレーン（断層面）を構成する複数本の受
信ビームデータに基づいて、その治療用ビームのビーム画像が形成される。さらに、反射
エコー強度算出部２４において受信ビームデータ群に基づいて反射エコーの信号強度が算
出され、マップ生成部２８において受信データマップが形成される。
【００７８】
　図３は、ビーム画像と受信データマップの具体例を示す図である。図３には、互いに異
なるＮ個（Ｎは自然数）の目標フォーカス位置に対応した治療用ビームに関するＮ枚のビ
ーム画像（ＨＢＩ）の具体例が図示されている。図３に示す具体例において、例えば、Ｈ
ＢＩ（ＺＳ１）は、目標フォーカス深さがＺＳ１である治療用ビーム（図２参照）のビー
ム画像であり、ＨＢＩ（ＺＳＮ）は、目標フォーカス深さがＺＳＮである治療用ビーム（
図２参照）のビーム画像である。
【００７９】
　各ビーム画像（ＨＢＩ）は、複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信データ（受信ビームデー
タ）に基づいて形成される。複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の各々は、例えば１本の受信ビー
ムに対応しており、各ラインごとに、ライン深さ方向つまり受信ビームの深さ方向に沿っ
て、受信データ（受信ビームデータ）が得られる。
【００８０】
　各ビーム画像（ＨＢＩ）を構成する複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信データ（複数ライ
ンの受信データで構成される受信データ列）は、そのビーム画像に対応した治療用ビーム
を治療用振動子１２Ｈで送波（形成）してから、撮像用振動子１２Ｄで得られる受信信号
に基づいている。
【００８１】
　例えば、ＨＢＩ（ＺＳ１）を構成する複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信データは、目標
フォーカス深さがＺＳ１である治療用ビーム（ＺＳ１）を送波してから得ることができる
。例えば、同じビーム形状（同じフォーカス位置）の治療用ビーム（ＺＳ１）が複数回に
亘って繰り返し送波される度に、ラインＢ１，Ｂ２，・・・の順に受信ビームアドレスが
変更されつつ受信ビームが形成され、複数ラインの受信データが次々に得られる。なお、
治療用ビーム（ＺＳ１）を送波する度に、いくつかのラインに対応した受信データが並列
的に得られてもよい。さらに、治療用ビーム（ＺＳ１）を送波した後に、例えば、撮像用
振動子１２Ｄの複数の振動素子、望ましくは全振動素子において得られた超音波の受波信
号をメモリ等に記憶しておき、１度の治療用ビーム（ＺＳ１）の送波により、全ライン（
Ｂ１～Ｂｅ）の受信データを並列的に得るようにしてもよい。
【００８２】
　他のビーム画像、つまりＨＢＩ（ＺＳ２），・・・，ＨＢＩ（ＺＳＮ）についても、上
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述したＨＢＩ（ＺＳ１）と同様な処理により形成される。つまり、各ビーム画像に対応し
た治療用ビームを治療用振動子１２Ｈで送波（形成）してから、撮像用振動子１２Ｄで得
られる受信信号に基づいて、そのビーム画像を構成する複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信
データを得ることができる。
【００８３】
　受信データマップは、複数のビーム画像に対応した複数の受信データに基づいて形成さ
れる。
【００８４】
　図３には、複数の受信データマップの具体例が図示されている。図３に示す具体例にお
いて、各受信データマップは、Ｎ枚のビーム画像（ＨＢＩ）を形成するために利用された
Ｎ本の受信データに基づいて形成される。
【００８５】
　マップ生成部２８は、目標フォーカス深さを互いに異ならせた治療用ビームに対応した
Ｎ枚のビーム画像から得られる、互いに同じライン（同じ受信ビームアドレス）に対応し
たＮ本の受信信号に係る受信データを、各受信信号に対応した治療用ビームの目標フォー
カス深さに応じた順に配列することにより、目標フォーカス深さの方向とライン深さの方
向における受信データの分布を示した２次元的な受信データマップを生成する。
【００８６】
　例えば、受信データマップ（Ｂｃ）は、Ｎ枚のビーム画像から集められるラインＢｃに
対応したＮ本の受信データに基づいて形成される。図３の具体例において、ラインＢｃは
Ｎ本の治療用ビームの目標フォーカスが設定されたラインである。そして、Ｎ本の受信デ
ータは、各受信データに対応した治療用ビームの目標フォーカス深さに応じた順に、例え
ば浅い方からＺＳ１，ＺＳ２，・・・，ＺＳＮの順に配列される。これにより、目標フォ
ーカス深さの次元（目標フォーカス深さ方向）と、ライン深さの次元（ライン深さ方向）
を備えた２次元の受信データマップが生成される。
【００８７】
　マップ生成部２８は、目標フォーカスが設定されたラインＢｃに対応した受信データマ
ップ（Ｂｃ）の他に、複数ラインに対応した、例えば全ライン（Ｂ１～Ｂｅ）に対応した
複数の受信データマップを形成することが望ましい。例えば、受信データマップ（Ｂ１）
は、Ｎ枚のビーム画像から集められるラインＢ１に対応したＮ本の受信データに基づいて
形成され、受信データマップ（Ｂｅ）は、Ｎ枚のビーム画像から集められるラインＢｅに
対応したＮ本の受信データに基づいて形成される。
【００８８】
　なお、マップ生成部２８は、画像形成部１８において形成された複数のビーム画像から
受信データを得てもよいし、各ビーム画像に対応した受信データを反射エコー強度算出部
２４から得てもよい。
【００８９】
　図１の超音波治療装置１０は、受信データマップに対して、以下に説明する処理を施し
て、試験的に形成された各治療用ビームに関する実測情報を得ることができる。そこで、
受信データマップに対する、いくつかの具体的な処理について説明する。
【００９０】
　図４は、受信データマップに対する処理の具体例１を説明するための図である。図４の
具体例において、マップ生成部２８は、横軸を実際の深度、縦軸を設定フォーカス位置（
深度）とする２次元空間上に、反射エコー強度算出部２４が算出した反射エコーの信号強
度をマッピングして信号強度マップ５０を得る。つまり、図３の具体例において、Ｎ本の
治療用ビームの目標フォーカスが設定されたラインＢｃに関する受信データマップ（Ｂｃ
）が、図４の具体例における信号強度マップ５０に相当する。
【００９１】
　図４の信号強度マップ５０において、横軸の最小値は設定されたＲＯＩの最浅位置に対
応し、最大値はＲＯＩの最深位置に対応している。図４（ａ）に示す例においては、信号
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強度バー５２が示す通り、色の濃度によって信号強度の強さを表している。図４（ａ）に
示される通り、設定フォーカス深度（目標フォーカス深さ）が比較的浅い位置に設定され
た場合は、ＲＯＩ内の比較的浅い位置において信号強度が大きくなり、設定フォーカス深
度（目標フォーカス深さ）が比較的深い位置に設定された場合は、ＲＯＩ内の比較的深い
位置において信号強度が大きくなっている。
【００９２】
　設定フォーカス深度（目標フォーカス深さ）において信号強度が最大となる理想的な状
態であれば、設定フォーカス深度（縦軸）が深くなるにしたがって、設定フォーカス深度
に比例して、信号強度が最大となる深度（横軸）も深くなり、信号強度が最大となる分布
は直線状に変化する。
【００９３】
　ところが、図４（ａ）に示すマップにおいては、生体内に散在する散乱体の影響などに
より信号強度分布５４、つまり目標フォーカス位置を変化させたことに伴う治療用超音波
ビームのフォーカス位置の変化を示す像（フォーカス変化像）は直線状にはならず、やや
いびつな形状となっている。本実施形態では、散乱体の影響などによる設定フォーカス位
置と実フォーカス位置との局所的なずれを評価するのではなく、深度が大きくなるにつれ
て、設定フォーカス位置と実フォーカス位置との差が徐々に大きくなるずれ（以下「大局
的なずれ」と記載）を評価するものである。したがって、本実施形態では、大局的なずれ
がより明確になるよう、マップ生成部２８は、局所的な実フォーカス位置のずれを補正す
る処理を行う。
【００９４】
　特に大局的なずれによって、図２１（ｂ）に示すビーム位置のシフト、または図２１（
ｃ）に示す大きなサイドローブの出現などを評価することができる。ビームの伝搬経路内
での音速不均一が大きいと、経路毎の焦点に到達するまでに生じる位相変化が大きいため
、本来の焦点位置では経路間での位相干渉により音圧が低下する。一方、その周囲には干
渉の結果、比較的音圧の大きい領域が形成されるので、図２１（ｃ）に示すような複数の
大きなサイドローブに分裂することがある（非特許文献１参照）。
【００９５】
　本実施形態では、マップ生成部２８は補正処理としてメディアンフィルタ処理を行う。
メディアンフィルタ処理は、信号強度マップ５０を格子状の細かいブロックに分け、各ブ
ロックにおける信号強度値を算出する。そして、例えば３×３ブロックの局所領域に含ま
れる各ブロックの信号強度値の中央値を当該３×３ブロックの中央のブロックの信号強度
値とする処理である。
【００９６】
　メディアンフィルタ処理は、エッジを保持しつつノイズを抑制または除去することがで
きるため、信号強度分布５４（フォーカス変化像）の基本形態（斜め方向に流れる様子）
を浮き彫りにでき、後に説明する近似直線６２の導出のための好適な前処理となる。
【００９７】
　図４（ｂ）には、メディアンフィルタ処理後に得られる補正信号強度マップ５６が示さ
れている。補正信号強度マップ５６においては、メディアンフィルタ処理により局地的な
信号強度のばらつきが補正され、信号強度分布５８は楕円に近い形状となっている。なお
、図示は省略されているが、マップ生成部２８は、メディアンフィルタ処理の他にも、ノ
イズを除去するための閾値処理など、他のフィルタ処理を行うようにしてもよい。
【００９８】
　実フォーカス位置特定部２６は、補正信号強度マップ５６に基づいて、設定フォーカス
位置すなわち遅延パターンに対する実フォーカス位置を特定する。具体的には、信号強度
分布５８に基づいて、設定フォーカス位置（遅延パターン）毎に信号強度が最大となる位
置（深度）を実フォーカス位置（深度）として特定する。
【００９９】
　図４（ｃ）に、実フォーカス位置がプロットされる様子が示されている。図４（ｃ）の
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縦軸に示される遅延パターン１・・・ｎは、図２における設定フォーカス位置（目標フォ
ーカス位置）ＺＳ１・・・ＺｓＮに対応するものである。実フォーカス位置特定部２６は
、信号強度分布５８に基づいて、各遅延パターン１・・・ｎについて最も信号強度が大き
い点をプロットする。つまり、各遅延パターン１・・・ｎごとに、その遅延パターンに対
応した横軸方向において最も信号強度が大きい点を特定する。プロットされた複数の点６
０の深度ＺＲ１・・・ＺＲｎの値が各遅延パターンに対応する実フォーカス位置である。
【０１００】
　実フォーカス位置特定部２６が遅延パターンに対する実フォーカス位置を特定すること
により、設定フォーカス位置と実フォーカス位置とが対応付けられたフォーカス情報を得
ることができる。ユーザは、このフォーカス情報に基づいて、所望の実フォーカス位置に
対応するフォーカス設定を選択することで、治療用超音波ビームの焦点を的確に設定する
ことができる。
【０１０１】
　しかし、フォーカス情報には、設定フォーカス位置に対する実フォーカス位置の情報し
か含まれていない。つまり、複数の遅延パターン１・・・ｎの各々に対応した離散的な実
フォーカス位置しか得られていない。したがって、例えば、遅延パターン１に対応する実
フォーカス深度が１０１ｍｍであり、遅延パターン２に対応する実フォーカス深度が１０
３ｍｍであった場合、実フォーカス深度を１０２ｍｍに設定するための遅延パターンは未
だ不明である。そこで、マップ生成部２８は、最小二乗法などを用いて、プロットされた
複数の点６０の近似直線６２を求める。近似直線６２によれば、例えば実フォーカス深度
ＺＲ１とＺＲ２との間の深度を実フォーカス位置に設定したい場合の遅延パターンを推測
することが可能になる。
【０１０２】
　図４（ｃ）に示す例では、近似直線の傾きが－１に近くなっている。これは、設定フォ
ーカス位置と実フォーカス位置の間に大局的なずれがあまりない例である。設定フォーカ
ス位置と実フォーカス位置との間の大局的なずれが大きい場合、近似直線の傾きが－１／
３あるいは－３などの値となる。大局的なずれが大きい程、近似直線の傾きは－１から離
れていくことになる。
【０１０３】
　また、上述のように、大局的なずれが大きい場合、傾きだけでなく、近似曲線の位置が
平行移動する場合や、近似曲線が１本にならない場合なども生じる。後者に関しては、少
なくとも治療前のビーム形状の確認により、当初予期したよりサイドローブが大きい場合
は、焦点位置を維持したまま振動子の位置を動かし、よりサイドローブの小さいアプロー
チ経路を探すなどの対応策が考えられる。
【０１０４】
　図５は、受信データマップに対する処理の具体例２を説明するための図である。図５に
示す例は、ＲＯＩ内に骨や臓器表面などの強反射体が存在している場合の例である。ＲＯ
Ｉ内に強反射体が存在していると、設定フォーカス位置の如何に関わらず常に所定の深度
において反射エコーの信号強度が大きくなる。つまり、強反射体が存在する深さにおける
信号強度が支配的になる場合がある。強反射体が存在する場合における受信データマップ
の具体例が図５（ａ）の信号強度マップ７０である。図５（ａ）に示す通り、信号強度マ
ップ７０においては、実フォーカス位置近傍であるために信号強度が高くなっている信号
強度分布７２の他に、ほぼ全ての設定フォーカス深度に対して一定の深度を保っている信
号強度分布７４が存在している。
【０１０５】
　図５の例においても、図４と同様に、メディアンフィルタ処理が行われ補正信号強度マ
ップ７６が生成された後に、各遅延パターン１・・ｎについて最も信号強度が大きい点８
２がプロットされる。しかし、メディアンフィルタ処理を施しても強反射体の影響は除去
できず、補正信号強度マップ７６においても強反射体の影響による信号強度分布８０が存
在している。したがって、各遅延パターンについて最も信号強度が大きい点をプロットす
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ると、信号強度分布８０に対応する点群８４がプロットされてしまう。そこで、実フォー
カス位置特定部２０は、強反射体の影響による点群８４を除去する処理を行う。
【０１０６】
　強反射体の影響がない場合は、信号強度が最大となる深度は、設定フォーカス深度に応
じて変化する。一方、強反射体の影響により信号強度が高くなっている部分は、図５（ａ
）あるいは（ｂ）に示される通り、設定フォーカス深度が変わっても、その深度はほぼ同
じとなっている。したがって、実フォーカス位置特定部２０は、複数の設定フォーカス深
度に亘って信号強度が最大となる深度が所定範囲内となる点群を除去した上で、設定フォ
ーカス位置に対応する実フォーカス位置を特定する。これにより、点群８４は除去され、
強反射体の影響を除去した上で実フォーカス位置の特定および近似直線の算出を行うこと
ができる。
【０１０７】
　なお、後に詳述するマップ処理部２９における処理により強反射体の影響が除去又は軽
減されてもよい。つまり、マップ処理部２９により、受信データマップをビーム変化成分
と散乱体成分に分離することができるため、受信データマップから散乱体成分を除去する
ことにより、例えば強反射体の影響が除去又は軽減される。
【０１０８】
　図６は、受信データマップに対する処理の具体例３を説明するための図である。図６は
、マップ生成部２８がメディアンフィルタ処理を行う前に行う、散乱補正処理の様子を示
す図である。図６（ａ）の信号強度マップ５０は、図４（ａ）と同一のマップである。超
音波ビームは、生体内において反射や散乱などの影響によりその信号強度が低下し、深度
が大きい位置からの反射エコーほど信号強度が小さくなる。図６（ａ）に示される信号強
度分布５４においても、深度が大きい位置からの信号強度が小さくなっている。そこで、
マップ生成部２８は、生体内における反射や散乱などの影響による信号強度の低下を補正
する散乱補正を行う。これにより、実フォーカス位置の検出精度を向上させる。
【０１０９】
　図６（ｂ）に示すとおり、マップ生成部２８は、信号強度分布５４に対して、設定フォ
ーカス位置の軸方向に信号強度の最大値、すなわち各深度における信号強度の最大値を取
り、各深度における信号強度最大値の集合データである補正用データ９０を取得する。そ
して、深度毎に信号強度分布５４を補正用データ９０で除算する。当該処理により、図６
（ｃ）に示すとおり、散乱補正後の信号強度分布９２が得られる。以後、上述した通りメ
ディアンフィルタ処理以下の処理を行う。
【０１１０】
　さらに、各深度における信号強度の最大値を取る理由を説明する。もし点応答関数の幅
が点散乱体の代表的な間隔より十分に狭ければ、図６（ａ）の対角線上のデータをもって
規格化を行えばよい。しかし実際には、点応答関数の幅が点散乱体の代表的な間隔より十
分に狭くはないので、フォーカスの移動に伴い、散乱体からのエコー同士の干渉の仕方が
変化するため、対角線上の値は輝度が変動してしまう。この効果に対してロバストに結果
を得るために、各深度における信号強度の最大値を取り、補正用データとしている。
【０１１１】
　ここで、より具体的に点群８４を除去する方法および実施した結果の例を図５、図６、
および図１８～２０を用いて説明する。図１８（ａ）は図５（ａ）に相当する実際の実験
により得られたデータである。Ａ、Ｂ、Ｃの３箇所の深さにおいて、設定フォーカス深度
毎の輝度の変化が図１８（ｂ）に示されている。深さの変化に応じて輝度が最大となる設
定フォーカス深度が変化している様子が分かるが、位置Ｃにおいては、点群８４に対応す
るノイズが強く表れていることが確認できる。
【０１１２】
　一方、図１９は図１８に対して図６（ｂ）の処理を行った結果である。図１９（ａ）お
よび（ｂ）においては、元々強い散乱体が存在するために存在する点群８４に対応するノ
イズに加え、規格化において、分母が小さかったことによって生じるノイズも加わってい
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ることが確認できる。しかし、点群８４に対応するノイズや、規格化によって生じたノイ
ズは設定フォーカス深度の変化に対する輝度の変化が小さく、本来の集束ビームは、設定
フォーカス深度の変化に対して輝度の変化が大きい。このことは、設定フォーカス深度の
方向に周波数を考えると、前者は低周波、後者は高周波と分類することができる。
【０１１３】
　図２０（ａ）および（ｂ）は、前記相違点に着目して、一旦ハイパスフィルタを加え、
その後ローパスフィルタを加えた結果であり、図１８や図１９で顕著であったノイズが大
きく低減していることが確認できる。もちろん、このハイパスフィルタとローパスフィル
タの組み合わせは、１回のバンドパスフィルタによって実現することも可能である。
【０１１４】
　次に、図１８～図２０を用いて説明した、散乱体によるノイズの除去後の治療用ビーム
の可視化方法の一例を図２４～図２６を用いて説明する。これまでの説明では、治療用ビ
ームの設定フォーカス深度を移動しても動かない固定散乱体に起因するノイズを除去する
方法に関する説明を行った。しかし、除去した後のビームを反映したデータにも、散乱体
からの干渉信号が重畳され、ある設定フォーカス深度のデータ単一では治療用ビーム形状
が必ずしも反映された信号強度分布とはなっていない場合が多々ある。これに関して、多
様な設定フォーカス深度データを保持しているので、これらの平均化を用いて、治療用ビ
ームの形状を精度よく可視化する。
【０１１５】
　単純に二次元フィルタを用いて平均化を行うと、取得した信号強度分布がボケてしまう
。これは、図４などに示されるように、設定フォーカス深度と深さ方向の二次元面上で、
信号強度分布が斜めに走行しているためである。
【０１１６】
　本実施形態では、上記ボケを抑制するために、図２４のフローチャートに示される処理
を行う。特に、図２４に示される各ステップのうち、ステップＳ１０４の処理を行うこと
により、平均化によるボケを抑制しつつ、平均化のメリットのみを強調することが可能と
なる。
【０１１７】
　図２５は、図２４のフローチャートの各ステップの処理結果を示す図である。図２５中
に記載されたステップ番号は図２４のフローチャートの各ステップ番号に対応するもので
ある。以下、図２４および図２５を参照して図２４の各ステップの処理を説明する。
【０１１８】
　ステップＳ１００において、信号処理の対象ラインが設定される。信号処理の対象ライ
ンが設定されると、設定された対象ラインにおける反射エコーの信号強度がマッピングさ
れる。マッピングにより生成された信号強度マップ１６０が図２５（ｂ）に示されている
。これは、図４（ａ）に示されるマップと同様のマップである（ただし図２５（ｂ）にお
いては横軸が設定フォーカス深度となっている）。したがって、図２５（ｂ）に示される
信号強度分布５４は、信号強度マップ１６０において比較的信号強度が高い領域を示して
いる。
【０１１９】
　ステップＳ１０２において、上述のメディアンフィルタ処理などを行い、ノイズ成分を
除去する。ステップＳ１０２における処理後の信号強度マップ１６２が図２５（ｃ）に示
されている。これは、図４（ｂ）に示されるマップと同様のマップである（ただし図２５
（ｃ）においても横軸が設定フォーカス深度となっている）。
【０１２０】
　ステップＳ１０４において、マップ生成部２８は、信号強度マップ１６２において、設
定フォーカス深度の補正処理を行う。当該処理により、図２５（ｃ）においては約４５度
の角度で斜めに走行していた信号強度分布５８が設定フォーカス深度方向と略平行になる
ように補正される。補正後の信号強度マップ１６４は図２５（ｄ）に示されている。
【０１２１】
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　図２６は、当該補正処理の内容を表す概念図である。マップ生成部２８は、信号強度マ
ップ１６２において所定面積を有する切り出しエリア１７０を複数設定する。図２６（ａ
）に示されるように、複数の切り出しエリア１７０は設定フォーカス深度方向に並ぶよう
設けられる。各切り出しエリア１７０の深度方向の位置は信号強度分布５８に沿うように
少しずつずらされている。マップ生成部２８は、信号強度分布５８の近似関数（本実施形
態では近似直線）を求め、当該近似直線の傾きに基づいて各切り出しエリア１７０の位置
をずらしていくことで、各切り出しエリア１７０が信号強度分布５８に沿うように設けら
れる。
【０１２２】
　図２６（ｂ）には、補正後の信号強度マップ１６４が示されている。マップ生成部２８
は、設定された切り出しエリア１７０において信号強度データの切り出しを行い、切り出
されたデータを同一の深度において整列させる。そうすると、図２６（ｂ）に示すように
、比較的信号強度が高い領域である信号強度分布１６０が設定フォーカス深度軸と略平行
となる。なお、図２６においては、信号強度分布５８に沿った部分のみ切り出しエリア１
７０が示されているが、信号強度マップ１６２の他の部分においても同様に補正処理が行
われる。
【０１２３】
　図２４および図２５に戻り、ステップＳ１０６において、各深さにおいて信号強度が積
算され、図２５（ｅ）に示すような平均信号強度グラフが得られる。図２５（ｅ）に示さ
れる通り、ステップＳ１０４の設定フォーカス深度の補正処理により、実フォーカス位置
近傍であるために信号強度が高くなっている部分がより強調される。これにより、実フォ
ーカス位置近傍でないのに信号強度が高くなってしまっている部分、すなわちノイズ成分
を容易に除去することが可能になる。
【０１２４】
　ステップＳ１０８において全ラインについて上記一連の処理が完了したか否かを判断し
、終了していない場合はステップＳ１１０で信号処理の対象ラインが変更され、再度ステ
ップＳ１００～Ｓ１０６までの処理が行われる。
【０１２５】
　上述の順序で処理を行わないと、深さ方向の信号強度分布が異なるもの同士の平均化に
より、信号強度分布がボケてしまう。本手法ではその影響が少なく、より多くのデータを
用いた平均化が可能となり、その効果が大きくなる。
【０１２６】
　図２７は、設定フォーカス深度の補正を行って平均化処理を行った結果を示す図である
。図２７（ａ１）は、図４（ｂ）や図１８（ａ）に相当するデータに対して、設定フォー
カス深度の補正を行って平均化処理を行った後の信号強度分布を示したものである。また
、図２７（ａ２）には、図２７（ａ１）における各深さにおける平均信号強度を示すグラ
フが示されている。図２７（ｂ１）は、図６の（ｃ）や図１９（ａ）に相当するデータに
対して、設定フォーカス深度調整を行って平均化処理を行った後の信号強度分布を示した
ものである。また、図２７（ｂ２）には、図２７（ｂ１）における各深さにおける平均信
号強度を示すグラフが示されている。最後に図２７（ｃ１）は、図２０（ａ）に相当する
、ハイパスフィルタで散乱体を除去したデータに対して、設定フォーカス深度の補正を行
って平均化処理を行った後の信号強度分布を示したものである。また、図２７（ｃ２）に
は、図２７（ｃ１）における各深さにおける平均信号強度を示すグラフが示されている。
【０１２７】
　図２７に示される結果により、信号強度分布上における、散乱体の影響によって信号強
度が大きくなる部分や、散乱体との干渉により信号強度が小さくなる部分などのリップル
が低減された、単峰性のビーム強度分布が描出されていることが確認できる。この処理を
ラインごとに行うことにより、治療用ビームの可視化が可能となる。
【０１２８】
　図７は、第１実施形態に係る超音波治療装置の動作例を示すフローチャートである。図
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１を参照しながら図７を説明する。
【０１２９】
　ステップＳ１０において、治療用送信部１４は、設定された複数の送信フォーカス位置
ＺＳ１・・・ＺＳｎを焦点とする複数の超音波ビームを治療用振動子１２Ｈに順次送波さ
せる。また、その送波ごとに、撮像用振動子１２Ｄは、生体内からの反射エコー（反射波
またはエコー）を受波する。
【０１３０】
　ステップＳ１２において、撮像用送受信部１６は、撮像用振動子１２Ｄが受波した反射
エコーに基づいて、送信フォーカス位置ＺＳ１・・・ＺＳｎを焦点とする複数の超音波ビ
ームに対応するｎプレーンの受信ビームデータを形成する。
【０１３１】
　例えば、図３を利用して説明したように、各送信フォーカス位置（各目標フォーカス位
置）ごとに、その送信フォーカス位置に対応した超音波ビーム（治療用ビーム）を繰り返
し形成しつつ複数の受信ビームデータを次々に得ることにより、各送信フォーカス位置に
対応した超音波ビーム（治療用ビーム）ごとに、その超音波ビームのビーム画像を形成す
るために必要な１プレーンの複数の受信ビームデータ（受信ビームデータ列）が形成され
る。これをｎ個の送信フォーカス位置について実行することにより、ｎ個の送信フォーカ
ス位置に対応したｎプレーンの受信ビームデータ列が得られる。
【０１３２】
　ステップＳ１４において、ＲＯＩ設定部２２は、治療用送信部１４からの設定フォーカ
ス位置に関する情報に基づいて、設定フォーカス位置ＺＳ１・・・ＺＳｎを含むように深
度方向における１次元ＲＯＩを設定する。
【０１３３】
　ステップＳ１６において、反射エコー強度算出部２４は、撮像用送受信部１６が形成し
た受信ビームデータに基づいて、送信フォーカス位置ＺＳ１・・・ＺＳｎを焦点とする各
超音波ビームのＲＯＩ内の各位置からの反射エコーの信号強度を算出する。
【０１３４】
　ステップＳ１８において、マップ生成部２８は、算出された反射エコーの信号強度に基
づいて、横軸が実際の深度、縦軸が設定フォーカス深度（すなわち遅延パターン）である
２次元平面において反射エコーの信号強度のマッピングを行い、信号強度分布を含む信号
強度マップを得る。
【０１３５】
　ステップＳ２０において、マップ生成部２８は、散乱体の影響などを除去するためのメ
ディアンフィルタ処理、あるいはノイズ除去のための閾値処理を行う。もちろん、メディ
アンフィルタ処理とノイズ除去のための処理の両方が実行されてもよい。
【０１３６】
　ステップＳ２２において、実フォーカス位置特定部２６は、フィルタ処理された信号強
度分布に基づいて、各設定フォーカス位置に対して反射エコーの信号強度が最大となる点
を信号強度マップ上にプロットする。さらに、マップ生成部２８は、プロットされた点の
近似直線を算出する。
【０１３７】
　ステップＳ２４において、実フォーカス位置特定部は、信号強度マップ上にプロットさ
れた点あるいはマップ生成部２８により算出された近似直線に基づいて、設定フォーカス
位置に対応する実フォーカス位置を特定する。
【０１３８】
　次に、マップ処理部２９における処理について説明する。マップ処理部２９は、受信デ
ータマップを解析し、受信データマップをビーム変化成分と散乱体成分に分離する。
【０１３９】
　図８は、ビーム変化成分と散乱体成分を説明するための図である。実測情報生成部２０
０内のマップ処理部２９は、複数の受信データマップ（図３参照）について、各受信デー
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タマップごとにその受信データマップから、ビーム変化成分と散乱体成分を導出する。
【０１４０】
　図８には、複数の受信データマップのうち、目標フォーカスが設定されたラインＢｃに
対応した受信データマップ（Ｂｃ）が図示されており、受信データマップ（Ｂｃ）がビー
ム変化成分と散乱体成分に分離される。
【０１４１】
　ビーム変化成分は、複数の治療用ビームの目標フォーカス深さを互いに異ならせたこと
に起因する変化成分である。例えば、目標フォーカス深さを浅い方からＺＳ１，ＺＳ２，
・・・，ＺＳＮの順に等間隔に変化（移動）させ、目標フォーカス深さ方向の範囲とライ
ン深さ方向の範囲を共にＺＳ１～ＺＳＮとして２次元の受信データマップ（Ｂｃ）を形成
すると、２次元の受信データマップ（Ｂｃ）内において、目標フォーカスに対応した位置
（座標）は、対角方向に沿って移動（変化）する。そのため、ビーム変化成分は、例えば
図８に示す具体例のように、対角方向（走査ビームの移動方向）に平行な成分となる。
【０１４２】
　一方、散乱体成分は、複数の治療用ビームが形成された生体内の散乱体に起因する成分
であり、複数の治療用ビームが形成された生体内における散乱体の位置（深さ）に依存す
る。２次元の受信データマップ（Ｂｃ）は、互いに同じラインＢｃに対応したＮ本の受信
データに基づいて形成される（図３参照）。そのため、例えば、生体内の或る深さに散乱
体があると、２次元の受信データマップ（Ｂｃ）内において、その散乱体は、Ｎ本の受信
データ内の互いに同じ深さに現れる。したがって、散乱体成分は、例えば図８に示す具体
例のように、目標フォーカス深さ方向に平行な成分となる。
【０１４３】
　そこで、マップ処理部２９は、以下に説明する処理により、２次元の受信データマップ
をビーム変化成分と散乱体成分に分離する。
【０１４４】
　図９は、ビーム変化成分と散乱体成分を分離する具体例を説明するための図である。図
９に示す具体例において、受信データマップ（Ｂｃ）は、データ総数（Ｎ×Ｍ）個の受信
データで構成される。Ｎ（自然数）は、目標フォーカス深さ方向におけるデータのサンプ
ル数であり、互いに異なる目標フォーカス深さの個数Ｎに対応している。また、Ｍ（自然
数）は、各ラインの受信データに係るデータの個数、つまりライン深さ方向におけるデー
タのサンプル数である。（Ｎ×Ｍ）の２次元の受信データマップにおいては、ＮとＭは等
しくなくてもよいが、Ｎ＝Ｍ（正方行列）が好適である。
【０１４５】
　受信データマップ（Ｂｃ）を構成する各データ（エコー強度）をＥ（ｉ，ｊ）とすると
受信データマップ（Ｂｃ）は、次式の行列Ｅで表現される。
【０１４６】
【数１】

【０１４７】
　また、マップ処理部２９は、受信データマップ（ＢＣ）を構成する各データ、つまりエ
コー強度Ｅ（ｉ，ｊ）が、ビーム変化成分を構成する各変数Ｉ（ｉ，ｊ）と散乱体成分を
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構成する各変数Ｓ（ｉ，ｊ）の積、つまり次式により得られると定義する。
【０１４８】
【数２】

【０１４９】
　そして、マップ処理部２９は、２次元の受信データマップ（ＢＣ）内において、ビーム
変化成分が目標フォーカスの移動方向、つまり対角方向に沿って均一であり、散乱体成分
が複数ラインに亘って互いに同じライン深さにおいて均一であるとみなして、受信データ
マップ（ＢＣ）をビーム変化成分と散乱体成分に分離する。
【０１５０】
　例えば、図９に示す具体例において、つまり、受信データマップ（Ｂｃ）がデータ総数
（Ｎ×Ｍ）個の受信データ（エコー強度のデータ）で構成される場合において、ビーム変
化成分は、対角方向に平行な（Ｎ＋Ｍ－１）個の変数で定義され、例えば、次式の行列Ｉ
で表現される。
【０１５１】
【数３】

【０１５２】
　また、図９に示す具体例において、散乱体成分は、目標フォーカス深さ方向に平行なＭ
個の変数で定義され、例えば、次式の行列Ｓで表現される。
【０１５３】

【数４】

【０１５４】
　数１式における（Ｎ×Ｍ）個のエコー強度Ｅ（ｉ，ｊ）は、受信データマップを構成す



(25) JP 2016-27842 A 2016.2.25

10

20

30

40

50

る既知のデータであるのに対し、数３式における（Ｎ＋Ｍ－１）個の変数ｘと、数４式に
おけるＭ個の変数ｘ、つまり合計（Ｎ＋２Ｍ－１）個の変数ｘが未知のデータとなる。
【０１５５】
　数１式から数４式により定義される（Ｎ×Ｍ）個の既知のエコー強度Ｅ（ｉ，ｊ）から
（Ｎ＋２Ｍ－１）個の変数ｘを導出するにあたっては、公知の数学的手法を利用すること
ができる。
【０１５６】
　例えば、行列Ｅ（数１式）と行列Ｉ（数３式）と行列Ｓ（数４式）の各行列要素に対し
て数２式を適用することにより、次式に示す（Ｎ×Ｍ）個のｆ（ｘ）を得て、これら（Ｎ
×Ｍ）個のｆ（ｘ）の２乗和を最小にする変数ｘ（ｘ１，ｘ２，・・・，ｘＮ＋２Ｍ－１

）を導出する。
【０１５７】
【数５】

【０１５８】
　２乗和を最小にする変数ｘを導出するアルゴリズムとしては、例えばレベンバーグマル
カート法などが好適であるものの、他の公知のアルゴリズム、例えば、最急降下法、ニュ
ートン法、準ニュートン法、ガウスニュートン法、信頼領域法、滑降シンプレックス法、
進化的計算法、修正レベンバーグマルカート法、パウエルのハイブリッド法、二分法、非
線形共役勾配法などが利用されてもよい。ここで、数５式が「０（ゼロ）」になる値を求
めるのではなく最小２乗法を用いるのは次の理由による。上記のモデルではＩは対角線方
向、Ｓは縦方向に値が不変であると仮定している。しかし、実際には、ビームが走査され
てとおるラインの近傍に散乱体が存在すると、その散乱体からの信号との干渉の影響があ
るため、上記の仮定には誤差が含まれる。このことも考慮して、ｆ＝０として解を求める
よりは、ｆが最小となる条件を探索した方が、良好な答えを求める事ができる。
【０１５９】
　そして、導出された変数ｘ（ｘ１，ｘ２，・・・，ｘＮ＋２Ｍ－１）を行列Ｉ（数３式
）と行列Ｓ（数４式）に適用することにより、図９の受信データマップ（ＢＣ）について
のビーム変数成分マップと散乱体成分マップを得ることができる。
【０１６０】
　マップ処理部２９は、受信データマップ（Ｂｃ）以外の複数の受信データマップについ
ても、例えば全ライン（Ｂ１～Ｂｅ）に対応した全ての受信データマップ（Ｂ１～Ｂｅ）
について、各受信データマップをビーム変化成分マップと散乱体成分マップに分離する。
つまり、各受信データマップに対して、受信データマップ（Ｂｃ）における処理と同様に
、数１式から数４式を適用し、数５式における変数ｘ（ｘ１，ｘ２，・・・，ｘＮ＋２Ｍ

－１）を導出する。そして、導出された変数ｘ（ｘ１，ｘ２，・・・，ｘＮ＋２Ｍ－１）
を行列Ｉ（数３式）と行列Ｓ（数４式）に適用することにより、各受信データマップにつ
いてのビーム変数成分マップと散乱体成分マップを得ることができる。
【０１６１】
　こうして、複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）に対応した複数の受信データマップ（Ｂ１～Ｂｅ
）から複数のビーム変化成分マップが得られると、画像形成部１８は、それら複数のビー
ム変化成分マップに基づいて、各治療用ビームのビーム画像を再構成する。
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【０１６２】
　図１０は、ビーム画像の再構成に係る具体例を説明するための図である。図１０には、
複数の受信データマップ（Ｂ１～Ｂｅ）から得られた複数のビーム変化成分マップ（Ｂ１
～Ｂｅ）の具体例が図示されている。
【０１６３】
　画像形成部１８は、複数のビーム変化成分マップ（Ｂ１～Ｂｅ）から、複数ラインの受
信データを集めることにより、それら複数ラインの受信データに基づいて各治療用ビーム
のビーム画像を再構成する。
【０１６４】
　図１０には、再構成されたビーム画像（再構成ＨＢＩ）の具体例が図示されている。図
１０に示す具体例において、再構成ＨＢＩ（ＺＳ１）は、目標フォーカス深さがＺＳ１で
ある治療用ビーム（図２参照）の再構成されたビーム画像であり、ＨＢＩ（ＺＳ２）は、
目標フォーカス深さがＺＳ２である治療用ビーム（図２参照）のビーム画像である。
【０１６５】
　各治療用ビームの再構成ＨＢＩは、複数のビーム変化成分マップ（Ｂ１～Ｂｅ）から得
られるその治療用ビームに対応した複数ラインの受信データに基づいて形成される。例え
ば、再構成ＨＢＩ（ＺＳ１）は、複数のビーム変化成分マップ（Ｂ１～Ｂｅ）から集めら
れる、治療用ビーム（ＺＳ１）に対応した複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信データに基づ
いて形成される。例えば、それら複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）の受信データを、図３に示す
再構成前のビーム画像（ＨＢＩ）の複数ライン（Ｂ１～Ｂｅ）と同じ位置に配置すること
により、図１０に示す具体例のように、治療用ビーム（ＺＳ１）に対応した再構成ＨＢＩ
（ＺＳ１）が形成される。
【０１６６】
　画像形成部１８は、治療用ビーム（ＺＳ１）に対応した再構成ＨＢＩ（ＺＳ１）と同様
な再構成処理により、他の治療用ビーム（ＺＳ２～ＺＳＮ）に対応した再構成ＨＢＩを形
成することができる。例えば、再構成ＨＢＩ（ＺＳ２）は、複数のビーム変化成分マップ
（Ｂ１～Ｂｅ）から集められる、治療用ビーム（ＺＳ２）に対応した複数ライン（Ｂ１～
Ｂｅ）の受信データに基づいて形成される。画像形成部１８は、複数の治療用ビーム（Ｚ

Ｓ１～ＺＳＮ）の全てについての再構成ＨＢＩ（ＺＳ１～ＺＳＮ）を形成してもよい。ま
た、形成された再構成ＨＢＩは、表示部２０に表示される。
【０１６７】
　画像形成部１８において形成される再構成ＨＢＩは、複数のビーム変化成分マップ（Ｂ
１～Ｂｅ）から得られる受信データに基づいて形成されるため、散乱体成分（図９参照）
が取り除かれている。そのため、再構成ＨＢＩに対応した画像から、散乱体の影響が軽減
され、望ましくは完全に除去された状態の、各治療用ビームのビーム形態を確認すること
ができる。
【０１６８】
　例えば、散乱体成分がＨＢＩ画像内に含まれていると、その散乱体成分の影響により、
ＨＢＩ画像内における治療用ビームのビーム状態（例えばビーム全体の形状やフォーカス
位置など）が、生体内における実際のビーム状態からずれてしまう可能性がある。これに
対し、再構成ＨＢＩでは、散乱体成分が軽減または除去されているため、再構成ＨＢＩに
より、各治療用ビームの本来のビーム状態（散乱体の影響を受けていない状態のビーム形
状など）を確認することができる。
【０１６９】
　さらに、再構成ＨＢＩを利用した各治療用ビームの確認結果に基づいて、例えば、治療
時における各治療用ビームのビーム形態等を推定し、必要に応じて治療時における各治療
用ビームのフォーカス位置やビーム形状などを適宜に調整することにより、例えば、治療
の精度をさらに高めることが可能になる。
【０１７０】
　また、複数のビーム変化成分（Ｂ１～Ｂｅ）、つまり、散乱体成分が除去された複数の
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受信データマップ（Ｂ１～Ｂｅ）を処理対象として、図４から図６を利用して説明した処
理が実行され、実フォーカス位置が特定されてもよい。
【０１７１】
　なお、画像形成部１８は、散乱体成分に係る画像を再構成することもできる。例えば、
図１０に示す具体例において、複数のビーム変化成分（Ｂ１～Ｂｅ）に代えて、それらに
対応した複数の散乱体成分（Ｂ１～Ｂｅ）を利用することにより、散乱体成分に係る画像
を再構成することができる。そして、散乱体成分に係る再構成画像により、例えば、生体
内における散乱体の状態が確認され、散乱体成分に係る再構成画像が治療計画の参考情報
として利用されてもよい。例えば、治療前に生体（被検者）内の組織状態等を確認するに
あたり、Ｂモード画像の代わりに又はＢモード画像と共に、散乱体成分に係る再構成画像
が参照されてもよい。
【０１７２】
　＜第２実施形態＞
図１１は、第２実施形態に係る超音波治療装置１００の構成概略図を示す図である。超音
波治療装置１００は、治療用振動子１２Ｈにより送波された超音波ビームに基づいて形成
される超音波画像であって、治療用振動子１２Ｈから送波された超音波ビームの実フォー
カス位置を確認するための超音波画像（以下「ＨＢＩ（HIFU Beam Imaging）画像」と記
載）の画質を改善させるものである。超音波治療装置１００には、第１実施形態に係る超
音波治療装置１０と同様の機能ブロックを含んでおり、これらについては説明を省略する
。例えば、図１の第１実施形態における実測情報生成部２００の構成が、図１１の第２実
施形態においては簡略化されているものの、図１と図１１において互いに同じ符号の部分
（機能ブロック）は、互いに同じ機能を備えている。
【０１７３】
　ＨＢＩ画像は、例えば、治療用振動子１２Ｈが、同一の治療用超音波ビームＴＢを形成
するように繰り返し治療用超音波を送波し、その送波に伴う反射波を撮像用振動子１２Ｄ
が受波することにより得られる受信信号に基づいて形成される（図３参照）。ＨＢＩ画像
の形成においては、Ｂモード画像の場合とは異なり撮像用振動子１２Ｄからは超音波が送
波されず、同一ビーム方向の治療用超音波ビームＴＢが繰り返し形成され、そして、Ｂモ
ード画像の場合と同様に受信ビームを走査させつつ受信信号が収集される。
【０１７４】
　第２実施形態において、治療用送信部１４は、治療用振動子１２Ｈの開口制御を行う。
具体的には、治療用振動子１２Ｈが有する複数の振動素子のうち、一部の振動素子のみを
用いて超音波ビームを送波させる制御を行う。つまり、治療時においては、例えば治療用
振動子１２Ｈの全開口を利用して治療用ビームが形成されるものの、ビーム状態の確認時
に、特にＨＢＩ画像の形成時においては、治療用振動子１２Ｈの開口制御が行われる。治
療用送信部１４による開口制御については、図１２－１６を用いて後に詳述する。
【０１７５】
　第２実施形態においても、治療用振動子１２Ｈが送波した超音波ビームを治療用振動子
１２Ｈが自ら受波してＨＢＩ画像を形成するようにしてもよい。この場合は、治療用振動
子１２Ｈが受波した受信信号が撮像用送受信部１６に送られる。
【０１７６】
　回転制御部３４は、撮像用振動子１２Ｄを回転させるための回転機構３６を制御する。
上述の通り、撮像用振動子１２Ｄはお椀状に凹んだ内部の中央に位置する底の部分に設け
られ、撮像用振動子１２Ｄを取り囲むように治療用振動子１２Ｈが設けられる。回転機構
３６は、治療用振動子１２Ｈと撮像用振動子１２Ｄの同軸関係を維持しつつ、撮像用振動
子１２Ｄを軸回転させる。回転制御部３４は、撮像用振動子１２Ｄの回転開始／停止の制
御や回転角度の制御などを行う。回転制御部３４は、例えば９０度あるいは３０度などの
所定角度ずつ撮像用振動子１２Ｄを回転させてもよいし、ユーザの指示にしたがって任意
の角度回転させるようにしてもよい。
【０１７７】
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　撮像用振動子１２Ｄが回転させられることにより、様々な断面におけるＨＢＩ画像を取
得することが可能になる。これにより、様々な断面から治療用超音波ビームのフォーカス
位置を確認することが可能になる。また、ＨＢＩ画像の３次元表示も可能となる。つまり
複数断面のＨＢＩ画像に基づいて、三次元のＨＢＩ画像を形成することも可能になる。
【０１７８】
　図１２（ａ）は、プローブ１２の側面断面図を示す図であり、図１２（ｂ）はプローブ
１２の平面図を示す図である。本明細書においては、図１２（ａ）の左右方向、すなわち
撮像用振動子１２Ｄに含まれる複数の振動素子の並び方向（一次元的に配列された複数の
振動素子の配列方向）を方位方向と記載し、方位方向と直交する方向をエレベーション方
向と記載する。なお、第２実施形態においては、撮像用振動子１２Ｄは１次元振動子であ
る。
【０１７９】
　治療用送信部１４は、治療用振動子１２ＨからＨＢＩ画像を形成するための超音波ビー
ムを送波するにあたり、治療用振動子１２Ｈが含む複数の振動素子のうち、図１２（ｂ）
に示される非送波領域１１０に位置する振動素子を駆動させず、送波領域１１２に位置す
る振動素子を駆動させる開口制御を行う。当該開口制御は、治療用振動子１２Ｈが送波す
る超音波ビームの実フォーカス位置におけるエレベーション方向のビーム幅（以下「送信
ビーム幅」と記載）を制御するために行うものである。したがって、治療用送信部１４は
、治療用振動子１２Ｈの開口幅がエレベーション方向において変化するよう制御する。
【０１８０】
　図１３は、治療用振動子１２Ｈの開口制御がされていない場合（すなわち治療用振動子
１２Ｈに含まれる振動素子全てが駆動されている場合）の超音波ビーム１２０の形状を示
す図である。図１３にはプローブ１２の側面断面図が示されているが、図１３の左右方向
はエレベーション方向となっている。図１３には撮像用振動子１２Ｄのエレベーション方
向における受信ビーム幅１２２が示されている。受信ビーム幅１２２は、主に撮像用振動
子１２Ｄに対応する音響レンズにより決定され、深さ方向によらずほぼ一定の幅となって
いる。
【０１８１】
　ＨＢＩ画像の画質は、画像化される生体内の各位置からの反射エコーの信号強度が影響
する。一般的に、反射エコーの信号強度が高い程当該位置の画質が向上する。そして、各
位置の反射エコーの信号強度は、受信ビーム幅１２２内の反射エコーの信号強度をエレベ
ーション方向に積分した値となる。
【０１８２】
　治療用送信部１４により開口制御が行われていない場合、治療用振動子１２Ｈから送波
される超音波ビーム１２０は、実フォーカス位置１２４においてフォーカスされている。
したがって、図１３に示すように、超音波ビーム１２０の送信ビーム幅は、実フォーカス
位置１２４において、受信ビーム幅１２２に比較して狭くなっている。
【０１８３】
　図１４は、実フォーカス位置１２２からの超音波ビーム１２０の反射エコーの信号強度
を示すグラフである。図１４に示されたグラフの横軸はエレベーション方向の位置を示し
、縦軸は反射エコーの信号強度を示す。反射エコーの信号強度は、超音波ビーム１２０の
信号強度に比例するものであり、超音波ビーム１２０はフォーカスが絞られる程強くなる
。したがって、実フォーカス位置１２４における反射エコーの信号強度は、超音波ビーム
１２０のフォーカス点において局地的に大きくなっているが、その他の位置（フォーカス
点のエレベーション方向の両側の位置）については信号強度が極めて小さくなっている。
上述の通り、実フォーカス位置１２４における反射エコーの信号強度は、受信ビーム幅１
２２において反射エコーの信号強度を積分した値となるため、図１４に示す斜線部分１３
０が実フォーカス位置１２４における超音波ビーム１２０の反射エコーの信号強度となる
。特に、図２２に示すように、焦点の手前や奥では受信ビームの幅の中に、サイドローブ
が入るため、受信ビーム内で積分すると図２２の下図に示すように、深さ毎の信号強度の
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分布がフラットになってしまう。このため、画像上で深度方向の焦点位置を把握するのが
困難となる。
【０１８４】
　図１５は、治療用振動子１２Ｈの開口制御が行われた場合（すなわち治療用振動子１２
Ｈに含まれる振動素子のうち一部のみが駆動されている場合）の超音波ビーム１４０の形
状を示す図である。治療用送信部１４により開口制御が行われ、治療用振動子１２Ｈのエ
レベーション方向の開口幅が狭められると、超音波ビーム１４０の実フォーカス位置１２
４における送信ビーム幅が広められる。すなわち、エレベーション方向においてデフォー
カスされることになる。本実施形態では、超音波ビーム１４０の送信ビーム幅が受信ビー
ム幅１２２と同等となるように開口制御される。なお、治療用振動子１２Ｈの開口幅に対
する送信ビーム幅は予めシミュレーションなどによって求めておく。
【０１８５】
　図１６は、実フォーカス位置１２２からの超音波ビーム１４０の反射エコーの信号強度
を示すグラフである。図１６においても図１４同様、グラフの横軸はエレベーション方向
の位置を示し、縦軸は反射エコーの信号強度を示す。超音波ビーム１４０は開口制御によ
りデフォーカスされているため、図１４に示すグラフよりも反射エコーの信号強度の最大
値（フォーカス位置における反射エコーの信号強度）は小さくなっているが、その両側の
位置においては、反射エコーの信号強度が大きくなっている。斜線部分１５０が実フォー
カス位置１２４における超音波ビーム１４０の反射エコーの信号強度となる。図２３に示
すように、短軸の開口制御を行った場合は、受信ビーム内での積分強度の評価においては
、深さ方向に信号強度が変化するため、深度方向の焦点位置の把握が容易となる。
【０１８６】
　図１６における斜線部分１５０の面積は、開口制御により送波領域１１２に含まれる振
動素子のみが送波した超音波ビーム１４０の反射エコーの信号強度の積分値であるため、
図１４における斜線部分１３０の面積よりも小さくなる。しかしながら、本来非送波領域
１１０に位置する振動素子に送られるべき電気エネルギ（電圧信号）を送波領域１１２に
含まれる振動素子へ重畳して加える（例えば送信信号のパルス電圧の振幅を大きくする）
ことで、実フォーカス位置１２４における反射エコーの信号強度を開口制御が行われなか
った場合に比べて大きくすることができる。したがって、治療用振動子１２Ｈに与える電
気エネルギの総和を変えることなく、実フォーカス位置１２４における反射エコーの信号
強度を高めることができる。これにより、ＨＢＩ画像における実フォーカス位置の画質が
改善される。
【０１８７】
　図１７は、回転機構により９０度回転させられた撮像用振動子１２Ｄを示す図である。
撮像用振動子１２Ｄが回転させられた場合には、治療用送信部１４は、回転に応じて非送
波領域１１０と送波領域１１２を変更する。この場合も、治療用振動子１２Ｈの開口幅が
撮像用振動子１２Ｄのエレベーション方向において変化するよう制御する。
【０１８８】
　第２実施形態の方法では、３次元的にビーム歪を検出するには、短軸の開口制御とビー
ムイメージングを行い、トランスデューサを９０°回転し、再び短軸の開口制御とビーム
イメージングを行うというプロセスを経る必要がある。つまり、短軸開口制御とビームイ
メージングを２回に分けて行う必要があるが、以下のように、２回に分けるメリットも存
在する。１回目のビームイメージングにおいて、焦点強度が最大になるように、送信の位
相パターンの補正を行い、次に、２回目の撮像面での送信の位相パターンの補正を行えば
、１度に２次元の位相パターンの補正が行える。音速不均一の効果を抑制しようとすると
素子数（例えば２５６）の分だけ自由度があることになるが、これを２回に分けることで
現実的な自由度の範囲での補正を検討することが可能となる。
【符号の説明】
【０１８９】
　１０　超音波治療装置、１２　プローブ、１２Ｄ　撮像用振動子、１２Ｈ　治療用振動
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子、１４　治療用送信部、１６　撮像用送受信部、１８　画像形成部、２０　表示部、２
２　ＲＯＩ設定部、２４　反射エコー強度算出部、２６　実フォーカス位置特定部、２８
　マップ生成部、２９　マップ処理部、３０　入力部、３２　制御部、３４　回転制御部
、３６　回転機構、２００　実測情報生成部。
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